
予算委員会担当の国会対策副委員長として、2月15日に行

われた「新型コロナウイルス感染症対策」をテーマとした

集中審議で、 与党を代表して質問。菅総理や河野大臣に、

緊急事態宣言・ワクチン接種・新型インフルエンザ特措法

改正などについて、伺いました。質疑の中で、菅総理が初

めてワクチン接種のスタート日を明言すると共に、河野大

臣からもワクチン接種ルートの多様化について前向きな答

弁を引き出しました。そのため、質問の様子は、NHKで中

継された上で、多くのニュースで取り上げられました。

右の写真は、本太中学校で給食前に挨拶する様子。給食は一人ずつ、ビニール
の仕切りをかけ、全員無言で食べていました。大変胸の痛むこうした状況から、
一刻も早く生徒達を解放しなくてはいけません。
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【新型コロナでお困りの方へ】村井ひでき事務所では、新型コロナ発生以来、支援策の申請のお手伝いやコロナにまつわるお悩

みなどへの対応をさせて頂いております。既にご相談頂いた件数は、1000件を超えております。お困り事やご要望がございまし

たら、下記の担当にご連絡ください。迅速に対応致します。

新型コロナとの闘いに打ち克つには、最終

的にはワクチン接種が不可欠です。党ワク

チンプロジェクトチームのメンバーとして、

安全かつ迅速な接種のための施策を提言す

ると共に、河野太郎 ワクチン接種担当大臣

と連携して、ワクチン接種のボトルネック

を共有。清水勇人さいたま市長に直接対応

をお願いすることで、さいたま市のワクチ

ン接種体制の構築に活かしています。

2021年度予算委員会中継（NHK）、NHKニュースの様子

さいたま市の公立小中学校では、「GIGAスクール構想」の一環で、全ての生

徒達に一人一台PCが用意され、 4月から新たな学びが加速します。また、小学

校でのきめ細やかな指導のため「35人学級」が段階的に進む中、教室や教員の

確保などが喫緊の課題です。そのため、市教育委員会と関係省庁の皆さんと共

に、地元小中学校を視察した上で、意見交換を行うなど、市教育委員会と国の

連携体制を整え、全国に先駆けて教育環境の向上に努めています。
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昭和55年さいたま市生まれ。浦和区在住。40歳。家族：妻・長男（６歳）二男（３歳）三男（１歳）。

浦和市立別所小学校卒業。東京大学卒業後、財務省入省。

ハーバード大学大学院修了。平成23年財務省退官（主税局参事官補佐）。

平成24年12月第46回総選挙初当選 。

平成26年12月第47回総選挙再選。平成29年10月第48回総選挙３選。

村井の活躍が取り上げられました！

新型コロナウイルスとの一進一退の闘いが続いています。 そうした中、医療関係者の皆様や、私たちの生
活に不可欠なお仕事をされている皆様、 そして感染拡大防止にご協力を頂いている多くの皆様に重ねて
感謝申し上げます。その一方で、政府与党内の一部で、緊張感を欠いた行動があったことを、率直にお詫
び申し上げます。本号では、村井ひできの直近の活動報告や、 三浦瑠麗さんとの対談を掲載しています。

『党の年金委員会などの7つの事務局長を兼務す

る村井英樹衆議院議員は早くから「ミスター事務

局長」と呼ばれた。財務官僚出身で税財政に明る

く、小泉進次郎環境相ら若手議員で立ち上げた

「2020年以降の経済財政構想小委員会」で事務局

長として実務を取り仕切った。（中略）村井氏は

「政権の中枢で活躍できるようにするためにエキ

シビジョンマッチを積ませてもらっている」と

事務局長を経験する意義を語る。』
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（令和3年2月13日産経新聞 4面）


